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横浜市の紹介
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〇 東京都の南の神奈川県にある基礎自治体の一つ
〇 人口は約３７７万人で、日本の基礎自治体の中で最多
〇 1859年に外国貿易のために、当時の江戸幕府により、日本で最初に開港
〇 以降、生糸貿易港、商業港、旅客港、工業港として近代的な都市へと発展
〇 現在は、日本を代表する国際港湾都市の一つ
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横浜市の紹介
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「GREEN× EXPO 2027」（2027年国際園芸博覧会）

場所 横浜市 瀬谷区・旭区（旧上瀬谷通信施設）
期間 2027年３月19日～９月26日

環境と共生し、市民の皆様と共につくる、「環共」をテーマとする日本で初めての国際博覧会

（公社）２０２７年国際園芸博覧会協会より提供



横浜市の過去の災害
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関東大震災

1976年鶴見川の水害

〇 大規模災害はいつかは必ず来る
横浜市は、それにどのようにそなえているのか？



危機管理室の概要
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危機管理室長

危機管理部長

危機管理課

緊急対策課

防災企画課

地域防災課

危機管理に関する総合調整、職員意識啓発危などを担当

地震、気象警報等の危機発生時における対応、避難指示の
発令、大規模イベントの警戒体制、各種訓練などを実施

防災施策の企画及び立案、危機対処に係る各計画の作成・
更新、本市の地震防災戦略の推進に係る調整

危機管理意識の啓発、地域防災活動の支援、区役所の
防災活動の支援、防災備蓄庫の整備等を担当

②

③

①



対策本部会議室

7



8

本部運営室

災害時
（訓練）

平常時
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警戒体制

警戒本部

対策本部

危機・災害への対応

震度４の地震
震度５弱の地震
大雪注意報

台風の接近・上陸
気象警報(大雨・洪水)

津波注意報

気象特別警報
震度５強以上の地震

津波警報

危機事案
災害
の発生

災害や事態の内容、程度に応じて警戒体制、警戒本部、対策本部を設置

主たる所管局を
中心とする体制

警戒本部長は
危機管理室長

対策本部長は
市長



本部長
（市長）

副本部長
（副市長、危機管理監）

統括調整部
（長：危機管理監）

◼ 本部運営チーム
◼ 救出・救助チーム
◼ 被災者支援チーム
◼ 広報・報道チーム
◼ 総務チーム

危機管理情報補佐官

応急対策部
（長：副市長）

◼ 医療調整チーム
◼ 帰宅困難者対策チーム
◼ 受援調整チーム
◼ 他都市応援チーム

被災者対策部
（長：副市長）

◼ 物資チーム
◼ 遺体取扱チーム
◼ 被災再建チーム
◼ 放射線対策チーム

復旧対策部
（長：副市長）

◼ 住宅対策チーム
◼ 応急復旧チーム
◼ 経済再建支援チーム
◼ 廃棄物対策チーム

局
◼ 脱炭素・ＧＸ推進局
◼ 政策経営局
◼ 総務局
◼ 財政局
◼ 国際局
◼ 市民局
◼ にぎわいスポーツ文化局
◼ 経済局
◼ こども青少年局
◼ 健康福祉局
◼ 医療局、病院経営本部
◼ みどり環境局
◼ 下水道河川局
◼ 資源循環局
◼ 建築局
◼ 都市港整備局
◼ 道路局
◼ 港湾局
◼ 消防局
◼ 水道局
◼ 交通局
◼ 会計室
◼ 教育委員会事務局
◼ 温暖化対策統括本部
◼ デジタル統括本部 他

区対策本部

地区隊
◼ 土木事務所
◼ 資源循環局事務所
◼ 水道局水道事務所

消防地区本部

17の機能別チーム 区・局・統括本部
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※チームごとに運用
要領を作成

災害対策本部の編成
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東日本大震災の教訓と機能別チーム

東日本大震災 発生年月日 ２０１１年３月１１日 １４時４６分
地震の規模 マグニチュード 9.0
死者・行方不明者： 約 223,00人
津波、福島第一原子力発電所の事故が被害を拡大

被災地等での聞き取り調査の結果

・ 被災地においては、救出・救助、災害時医療、被災者支援、復旧対策など多くの組織
横断的な事象が発生した。

・ 横浜市においても、被災地への支援、被災地からの避難者、計画停電、帰宅困難者
対策など所管が明確ではない業務が発生し、対応が困難であった。

災害時には、平時の組織では対応困難な事象が発生

組織横断的な業務について、機能別チームを編成し、迅速かつ組織的に活動
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※チームごとに運用
要領を作成

災害対策本部の編成
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関係機関等との連携

海上自衛隊
陸上自衛隊
神奈川県警
海上保安庁

医師会
歯科医師会
薬剤師会

ライフライン企業（電気、ガス、電話）

災害時に備えた協定の締結企業／団体
輸送力の提供、燃料供給支援、飲料水の提供、
施設の利用、避難場所の提供など

→ 被災地外からの支援を期待

OB／出向者が危機管理室に勤務
・ それぞれの知見の活用
・ 常日頃からの情報共有
→ 緊密な連携の構築・維持 〇 訓練への参加

総合防災訓練（実働）
市本部運営訓練（図上）

・ それぞれの組織の部隊や連絡
員、オブザーバーが参加

・ 訓練に関する協議、調整を通じ
て、相互の連携を強化

〇 発災時に連絡員を派遣
・ 関係機関執務室を準備



危機管理室の概要
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危機管理室長

危機管理部長

危機管理課

緊急対策課

防災企画課

地域防災課

危機管理に関する総合調整、職員意識啓発危などを担当

地震、気象警報等の危機発生時における対応、避難指示の
発令、大規模イベントの警戒体制、各種訓練などを実施

防災施策の企画及び立案、危機対処に係る各計画の作成・
更新、本市の地震防災戦略の推進に係る調整

危機管理意識の啓発、地域防災活動の支援、区役所の
防災活動の支援、防災備蓄庫の整備等を担当

関係機関執務室
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防災訓練の概要（総合防災訓練）
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防災訓練の概要（災害対策本部運営訓練）
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終わりに

横浜市の災害等への対応の実績２０２０年３月～２０２４年９月

・ 警戒本部（震度5弱の地震、大雨警報警などに対応） ： ９５回

・ 対策本部（COVID19対応） ： ２０２０年３月から２０２３年５月まで設置

（対策本部会議：２６回開催）

・ 対策本部（災害対応） ： ０回

マグニチュード7クラスの大規模な首都直下地震の発生確率
「30年以内に70%」

「30年間起こらないかもしれないし、今日起こるかもしれない」

治而不忘乱
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ご清聴ありがとうございました。
ご質問などありましたらお願いします。

Thank you very much for your listening.
Any questions will be welcomed.



横浜市危機管理室の概要と災害対応

横浜市緊急対策課担当課長 吉川 尚徳

令和６年９月１９日
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